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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

回次 第３期中間 第４期中間 第５期中間 第３期 第４期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年 
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

(1) 連結経営指標等             

売上高 (百万円) 1,338,139 1,370,938 1,544,376 2,753,864 2,925,110 

営業利益 (百万円) 271,088 220,311 262,283 513,791 499,911 

経常利益 (百万円) 272,330 222,913 264,350 510,709 503,945 

中間(当期)純利益 (百万円) 175,715 133,266 164,224 335,409 295,898 

純資産額 (百万円) 1,002,279 1,138,146 1,155,267 1,074,130 1,129,645 

総資産額 (百万円) 3,293,657 3,369,466 3,657,115 3,304,473 3,562,734 

１株当たり純資産額 (円) 1,858.93 2,044.11 2,079.31 1,990.79 2,028.80 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 325.89 247.16 304.58 620.68 548.80 

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 30.4 32.7 30.7 32.5 30.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 165,571 167,718 186,788 416,991 419,737 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △56,888 △131,156 △121,311 △108,882 △298,087 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △134,816 △44,274 △66,891 △342,009 △117,034 

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 72,003 58,744 68,638 65,382 71,533 

従業員数 (人) 44,344 44,899 45,909 44,579 45,209 

(2) 提出会社の経営指標等           

売上高 (百万円) 962,320 972,582 1,113,160 1,937,064 2,055,587 

営業利益 (百万円) 210,929 167,111 209,372 394,398 388,826 

経常利益 (百万円) 219,059 183,405 217,660 404,456 407,518 

中間(当期)純利益 (百万円) 131,185 113,643 137,056 254,628 250,672 

資本金 (百万円) 239,644 239,644 239,644 239,644 239,644 

発行済株式総数 (千株) 539,170 539,170 539,170 539,170 539,170 

純資産額 (百万円) 1,054,325 1,099,573 1,052,833 1,087,566 1,059,721 

総資産額 (百万円) 2,770,572 2,845,377 3,074,911 2,789,486 3,017,817 

１株当たり配当額 (円) 193.59 316.63 278.20 193.59 539.20 

自己資本比率 (％) 38.1 38.6 34.2 39.0 35.1 

従業員数 (人) 14,252 14,375 14,577 14,156 14,231 



(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ △はキャッシュ・フローの支出を示しております。 

４ １株当たり配当額は、提出会社の完全親会社であるジェイ エフ イー ホールディングス株式会社に対する配当金の総額

を１株当たりに換算したものであり、各期の配当金は次の通りであります。 

※第５期中間の中間配当金については、中間配当基準日が平成19年12月31日であり、半期報告書提出日現在におい

て取締役会決議がなされておりませんので記載しておりません。 

５ 純資産額の算定にあたり、第４期中間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

  

  
配当金の総額 
（百万円） 

（うち中間配当金） 
（百万円） 

第３期中間 104,382 （104,382） 

第４期中間 170,722 （ 70,722） 

第５期中間 150,000      ※ 

第３期 104,382 （104,382） 

第４期 290,722 （ 70,722） 



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。ま

た、主な関係会社の異動については、「第１ 企業の概況 ３ 関係会社の状況」に記載しております。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間における主な関係会社の異動は、次の通りであります。 

  

広州ＪＦＥ鋼板有限公司は、当社と広州鋼鉄企業集団有限公司（中国）が出資比率を両社50％に見直す等合弁契約

書の改訂を行っており、実質的支配の要件を満たさなくなったため、当中間連結会計期間末より連結子会社から持分

法適用関連会社となっております。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数であり、連結会社以外からの出向者を含み、連結会社以外への出向者、臨時従業員を含んでおりま

せん。 

２ 連結会社以外への出向者数は3,573名であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

 平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数であり、他社からの出向者を含み、他社への出向者、臨時従業員を含んでおりません。 

２ 他社への出向者数は8,308名であります。 

  

  

(3) 労働組合の状況 

当社には、ＪＦＥスチール労働組合連合会が組織されており、組合員数は平成19年９月30日現在において20,505

名となっております。ＪＦＥスチール労働組合連合会は、日本基幹産業労働組合連合会に加盟しております。 

なお、その他に労働組合との関係について特記すべき事項はありません。 

  

従業員数(人) 45,909 

従業員数(人) 14,577 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、米国経済の減速、資源価格の上昇等懸念材料はあるものの、景気は緩やか

な回復を続けてまいりました。鉄鋼業界につきましては、国内向けは製造業を中心に旺盛な需要が続いており、輸

出向けも高級品分野は堅調に推移いたしました。 

このような状況のもと、当社グループにおきましては、減価償却制度の改正に伴う減価償却費の増加や、非鉄金

属、フレート等の原料価格の上昇はあったものの、コスト削減に加え、輸出向けを中心とした販売価格の上昇等に

より、前中間連結会計期間に比べ、売上高は１兆5,443億円と1,734億円の増収となり、営業利益は2,622億円、経常

利益は2,643億円、中間純利益は1,642億円と、それぞれ419億円、414億円、310億円の増益となりました。 

また、本年９月、剰余金の配当として1,500億円を、完全親会社であるジェイ エフ イー ホールディングス㈱へ

支払いました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローが1,867億円（前

中間連結会計期間に比べ190億円の収入増）であったのに対し、投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の

取得を中心として1,213億円の支出（同98億円の支出減）であったことから、これらを合計したフリー・キャッシ

ュ・フローは654億円の収入（同289億円の収入増）となりました。また財務活動によるキャッシュ・フローは、配

当金の支払等を行ったことから、668億円の支出（同226億円の支出増）となりました。この結果、当中間連結会計

期間末の借入金・社債等の残高は前連結会計年度末に比べ719億円増加し、１兆4,731億円となり、現金及び現金同

等物の残高は前連結会計年度末に比べ29億円減少し、686億円となりました。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

  

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績（粗鋼生産量）は、次の通りであります。 

  

  

(2) 受注実績 

当社グループ(当社及び連結子会社)の受注実績は特定顧客からの反復循環的な受注が中心であり、かつ(1)生産実

績及び(3)販売実績に記載している内容が事業の状況を的確に反映しているため記載を省略しております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績は、次の通りであります。 

  

(注)１ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次の通りであります。 

  

２ 上表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(注) 原材料価格及び販売価格の状況については「１ 業績等の概要」に記載しております。 

  

  

  
粗鋼生産量
(千トン) 

前年同期比(％) 

連結 16,903 105.2 

(うち当社) (15,038) (106.1) 

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

鉄鋼事業 1,544,376 112.7 

相手先 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

ＪＦＥ商事㈱ 421,895 30.8 456,396 29.6 

伊藤忠丸紅鉄鋼㈱ 185,709 13.5 210,290 13.6 



３ 【対処すべき課題】 

今後のわが国経済は、堅調な成長が持続する見通しであり、世界経済につきましても堅調な拡大が見込まれるもの

の、依然として米国経済の動向や原燃料価格の高騰等懸念材料のある状況にあります。 

このような環境のもと、当社グループは、昨年から取り組んでおります第２次中期経営計画において技術優位性を

活かした高付加価値商品の販売拡大を図り、「顧客から信頼される世界トップクラスの高付加価値商品サプライヤ

ー」を目指すとともに、将来の成長に向けて、高付加価値商品の開発及び拡販と、財務体質の一層の強化の両立を図

ってまいります。今後も、世界最高水準の技術開発力の維持・向上に注力し、自動車用鋼板や厚板等の高付加価値分

野を中心としたアライアンス戦略を推進するとともに、新規稼動設備の早期戦力化と既存ラインを含めた安定生産の

実現による国内生産基盤の強化に取り組んでまいります。 

また、環境への取り組みにつきましては、省エネルギーのための技術開発等を行い、ＣＯ２削減に取り組む等、環

境保全及び環境負荷軽減への取り組みを継続してまいります。 

当社グループは、絶えずコンプライアンスの観点から事業・営業活動を見直し、必要な措置を講じるとともに環

境、安全等への取り組みの強化を図ることにより、更なる発展を図ってまいります。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結しまたは重要な変更もしくは解約がなされた経営上の重要な契約等は次

の通りであります。 

  

(1)経営上の重要な契約等（技術に関わる契約を除く） 

  

（注）上記平成19年７月31日付改訂の主たる内容は、広州ＪＦＥ鋼板有限公司の冷延鋼板製造販売事業への拡張及び、当社と広州鋼

鉄企業集団有限公司の出資比率の各々50％への変更であります。 

  

(2)技術に関わる契約 

（技術導入契約） 

  

  

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約締結日 

ＪＦＥスチール㈱ 
(当社) 

広州鋼鉄企業集団有
限公司（中国） 

中国における冷延鋼板及び溶融亜鉛鍍金鋼板
の製造販売会社広州ＪＦＥ鋼板有限公司に関
する合弁協定 

平成15年10月29日
（平成19年７月31
日改訂） 

契約会社名 相手方の名称 対象品目 契約期間 

ＪＦＥスチール㈱ 
(当社) 

㈱神戸製鋼所 ダストの還元処理方法に関する技術
平成19年９月６日から関連設
備の操業が恒久的に停止する
まで 



５ 【研究開発活動】 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、高付加価値商品の拡販と連結粗鋼3,400万トン体制を確実なものとするた

めに、スチール研究所を中心として商品・技術開発力の飛躍的向上に挑戦しております。特に生産性や品質を大幅に

向上させるプロセス技術の開発、競争優位性があり顧客から高い付加価値が認められるオンリーワン・ナンバーワン

新商品の開発、及び利用・加工技術の開発を積極的に進めております。 

高付加価値商品開発戦略としては、自動車分野において、ティッセン・クルップ・スチール社とのより一層の提携

と平成17年８月に開設した「カスタマーズ・ソリューション・ラボ（ＣＳＬ）」を活用し、グローバル展開を睨んだ

新商品・新技術の創出やお客様との共同研究開発を積極的に進めております。高付加価値商品の量産化について、国

内では西日本製鉄所(福山地区)第４溶融亜鉛鍍金ラインの生産体制確立、グローバル展開として中国での合弁会社広

州ＪＦＥ鋼板有限公司の順調な立上げに貢献してきました。また、プレス成形性に優れた高潤滑性合金化溶融亜鉛鍍

金鋼板「ＪＡＺ」の適用拡大を進めております。鋼構造材料分野においては、当社ナンバーワン先端技術を用いたオ

ンライン加速冷却装置Super-ＯＬＡＣを活用して、耐震性、溶接性と経済性に優れた「ＨＢＬ３８５」等の高強度建

築構造用鋼等厚板ハイテン材料の生産拡大を図っております。また、平成17年11月に開設した「鋼構造ソリューショ

ンセンター(ＴＨｉＮＫ ＳＭＡＲＴ)」を活用し、社会基盤用の各種鋼材、施工方法、加工技術等の開発スピードを

加速しております。機能材料の分野においては、資源枯渇と価格高騰が生じているニッケルやモリブデンを添加しな

い高耐食フェライト系ステンレス鋼「ＪＦＥ４４３ＣＴ」の適用拡大を進め、先端技術大賞産経新聞社賞を受賞しま

した。電機用途向けには、環境汚染物質を含まない環境にやさしいクロメートフリーの商品群として、「ＪＦＥエコ

フロンティアシリーズ」や「ＪＦＥエクセルコート」を開発してきました。環境・資源・エネルギー問題に対応する

技術開発も進めており、「容器包装プラスチック微粉化プラント（ＡＰＲ）」を開発し、高炉吹込みにより省エネル

ギー、ＣＯ２削減を推進しています。また、鉄鋼副産物を用いたエコ商品としてヒートアイランド現象を抑止する保

水材「ロードクール」の適用拡大を図っています。一方、生産性向上の観点からは、高速連続式酸洗設備や、世界最

高速圧延機での高品質缶用鋼板量産化技術の開発、熱延工場でのスラブ幅圧下技術の開発及び実機化を行いました。

更に、各事業分野でグループとして常に業界をリードできる開発力を構築するために、各グループ会社間の連携を強

化しつつ積極的な研究開発に取り組んでおります。 

当中間連結会計期間の主な成果としましては、自動車用途向けに、主要骨格部品・耐衝突部品用に高い降伏強度と

伸びを有する高強度熱延ハイテンとして「１１８０ＭＰａ（メガパスカル）級ＮＡＮＯハイテン」を世界で初めて開

発しました。なお、「ＮＡＮＯハイテン」は平成19年度全国発明表彰21世紀発明奨励賞を受賞しております。また、

当社独自のウォーター・クエンチ(ＷＱ)プロセスを活用した高強度冷延ハイテンとして、衝突強度向上とコスト低減

に寄与する高加工性の１１８０ＭＰａ級冷延鋼板を開発し、一体型ドアインパクトビームに世界で初めて実用化しま

した。更に、自動車における防錆鋼板の開発・選定の最適化を図るための腐食寿命予測技術を開発しました。造船用

途向けにおいては、超大型コンテナ船の軽量化と同時に靭性と溶接性を確保した降伏応力４６０ＭＰａ級の高強度鋼

板を㈱アイ・エイチ・アイ マリンユナイテッドと共同で開発しました。機能材の分野においては、粉末冶金用途向け

に、被削性に優れ、価格が高騰しているニッケルを含有しないで、焼結後未熱処理の状態で６００ＭＰａ級の引張強

さを発現する合金鋼粉「ＦＭ６００」並びに焼結・熱処理後１０００ＭＰａ級の引張強さを発現する合金鋼粉「ＦＭ

１０００」を開発しました。製鉄プロセスの分野においては、焼結工程のＣＯ２排出量削減と同時に生産性向上と粉

コークス使用量の削減が達成できる焼結鉱の新造粒技術を開発しました。 

当中間連結会計期間における連結ベースの研究開発費は、16,998百万円であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度まで連結子会社であった広州ＪＦＥ鋼板有限公司は持分法適用関連

会社となったため、同社設備を当社グループ（当社及び連結子会社）の主要な設備から除外しております。前連結会

計年度末における当該設備の状況は、次の通りであります。 

  

平成18年12月31日現在 

(注) １ 在外子会社の決算日は12月31日であり、金額は、在外子会社の決算日(平成18年12月31日)の為替レートにより円換算して

おります。 

２ 帳簿価額のうちその他有形固定資産は、「工具器具及び備品」及び「建設仮勘定」の合計額であります。 

３ 土地の面積は、土地使用権に係る面積であります。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1)当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等に重要

な変更はありません。 

  

(2)前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等のうち、当中間連結会計

期間において完了したものは次の通りであります。 

  

(3)当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は次の通りで

あります。 

(注) １ 上記の設備投資計画に要する資金は、自己資金及び借入金等により充当する予定であります。 

２ 金額には消費税等は含まれておりません。 

  

会社名 
主要な 
事業所名 
(所在地) 

設備の 
主な内容 

帳簿価額(百万円) 
従業員数 

(人) 建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他有形
固定資産 

無形固定
資産 合計 

広州ＪＦＥ鋼
板有限公司 

    － 
（中国 広州） 

鉄鋼製品 
製造設備 697 14,187

－
(279)

212 530 15,628 199 

会社名 事業所 工事名 完了年月 

ＪＦＥスチール㈱ 東日本製鉄所（京浜地区） 連続式酸洗設備新設 平成19年５月 

会社名 事業所 工事名 工期 
投資額 

（百万円） 

ＪＦＥスチール㈱ 
西日本製鉄所 

（倉敷地区・福山地区） 

鉄鋼ダストからの 

資源回収工事 

平成19年11月 

～平成21年３月 
14,000 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

② 【発行済株式】 

  

（注）株式の譲渡制限につき定款に下記の定めがあります。 

   「当会社の株式の譲渡による取得は、取締役会の承認を要する。」 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 2,100,000,000 

計 2,100,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年11月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 539,170,000 539,170,000 ― ― 

計 539,170,000 539,170,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 
平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日 

― 539,170 ― 239,644 ― 390,021

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

ジェイ エフ イー  
ホールディングス株式会社 

東京都千代田区丸の内一丁目５番１号 539,170 100.00

計   539,170 100.00 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

  

② 【自己株式等】 

該当事項はありません。 

  

  

２ 【株価の推移】 

当社株式は非上場であるため、該当事項はありません。 

  

  

３【役員の状況】 

（取締役及び監査役の状況） 

  前事業年度の有価証券報告書の提出日以降、当半期報告書の提出日までにおいて、取締役及び  

 監査役の異動はありません。 

  

（執行役員の状況） 

  前事業年度の有価証券報告書の提出日以降、当半期報告書の提出日までにおいて、執行役員の 

 異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式     539,170,000 539,170,000 ― 

発行済株式総数 539,170,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 539,170,000 ― 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務

諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

  
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

 １ 現金及び預金   23,739   25,525   24,857   

 ２ 受取手形及び売掛金 ※５ 349,996   432,639   426,917   

 ３ 棚卸資産   529,052   589,205   524,360   

 ４ その他   140,809   156,439   160,218   

 ５ 貸倒引当金   △1,039   △1,035   △968   

   流動資産合計   1,042,558 30.9 1,202,774 32.9 1,135,386 31.9 

Ⅱ 固定資産               

 １ 有形固定資産 
※１ 
※２ 

  

  (1) 建物及び構築物   439,521   426,286   436,709   

  (2) 機械装置及び運搬具   734,485   724,258   750,230   

  (3) 土地   494,886   490,203   489,451   

  (4) その他   76,329   72,346   66,629   

   有形固定資産合計   1,745,223   1,713,095   1,743,021   

 ２ 無形固定資産 ※２ 66,353   63,693   64,998   

 ３ 投資その他の資産               

  (1) 投資有価証券 ※２ 414,496   584,423   529,530   

  (2) その他 ※２ 104,822   96,555   93,265   

  (3) 貸倒引当金   △4,138   △3,551   △3,568   

   投資その他の資産合計   515,180   677,427   619,227   

   固定資産合計   2,326,757 69.1 2,454,215 67.1 2,427,246 68.1 

Ⅲ 繰延資産   151 0.0 126 0.0 100 0.0 

   資産合計   3,369,466 100.0 3,657,115 100.0 3,562,734 100.0 



  

  
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

 １ 支払手形及び買掛金 ※５ 326,662   353,942   361,184   

 ２ 短期借入金   256,191   672,049   496,384   

 ３ 一年以内償還の社債   70,000   100,000   100,000   

 ４ 引当金   1,639   2,491   3,621   

 ５ その他 ※５ 366,546   411,734   408,039   

   流動負債合計   1,021,040 30.3 1,540,218 42.1 1,369,229 38.4 

Ⅱ 固定負債               

 １ 社債   160,000   60,000   100,000   

 ２ 長期借入金   795,691   641,088   704,831   

 ３ 退職給付引当金   133,390   126,396   129,517   

 ４ 特別修繕引当金   40,700   41,613   40,954   

 ５ その他の引当金   14,190   14,077   14,539   

 ６ その他   66,305   78,453   74,016   

   固定負債合計   1,210,279 35.9 961,629 26.3 1,063,859 29.9 

   負債合計   2,231,320 66.2 2,501,848 68.4 2,433,089 68.3 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

 １ 資本金   239,644 7.1 239,644 6.6 239,644 6.7 

 ２ 資本剰余金   383,146 11.4 383,146 10.5 383,146 10.8 

 ３ 利益剰余金   402,520 11.9 387,959 10.6 374,050 10.5 

   株主資本合計   1,025,311 30.4 1,010,750 27.7 996,841 28.0 

Ⅱ 評価・換算差額等               

 １ その他有価証券 
   評価差額金 

93,852 2.7 116,240 3.1 110,178 3.1

 ２ 繰延ヘッジ損益   1,920 0.1 733 0.0 939 0.0 

 ３ 土地再評価差額金   5,611 0.2 5,717 0.2 5,713 0.2 

 ４ 為替換算調整勘定   △24,567 △0.7 △12,335 △0.3 △19,804 △0.6 

   評価・換算差額等合計   76,816 2.3 110,356 3.0 97,026 2.7

Ⅲ 少数株主持分   36,018 1.1 34,161 0.9 35,776 1.0 

   純資産合計   1,138,146 33.8 1,155,267 31.6 1,129,645 31.7 

   負債純資産合計   3,369,466 100.0 3,657,115 100.0 3,562,734 100.0 



② 【中間連結損益計算書】 
  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     1,370,938 100.0   1,544,376 100.0   2,925,110 100.0

Ⅱ 売上原価     1,023,961 74.7   1,152,862 74.6   2,164,265 74.0

    売上総利益     346,976 25.3   391,514 25.4   760,845 26.0

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※１   126,665 9.2 129,230 8.4   260,934 8.9

    営業利益     220,311 16.1   262,283 17.0   499,911 17.1

Ⅳ 営業外収益                    

 １ 受取利息   888     1,184     1,904    

 ２ 受取配当金   2,351     4,069     5,930    

 ３ 持分法による 
   投資利益 

  7,737   11,111 18,538   

 ４ 受取賃貸料   3,543     3,809     7,255    

 ５ 棚卸資産関係益   5,049     4,857     9,626    

 ６ その他   6,001 25,572 1.9 3,655 28,686 1.8 10,881 54,136 1.8

Ⅴ 営業外費用                    

 １ 支払利息   7,115     9,409 15,291   

 ２ 固定資産廃却 
   損失 

  6,717   7,051     14,886    

 ３ その他   9,136 22,969 1.7 10,159 26,620 1.7 19,925 50,103 1.7

    経常利益     222,913 16.3   264,350 17.1   503,945 17.2

Ⅵ 特別利益             

 １ 固定資産売却益 ※２ ─     1,357 ─   

 ２ 投資有価証券 
   売却益 

  ─ ─ ─ ─ 1,357 0.1 5,981 5,981 0.2

Ⅶ 特別損失                    

 １ 固定資産関係損 ※３ 4,997     ―     4,997    

 ２ 投資有価証券 
   評価損 

  ─     ―     1,008    

 ３ 融雪装置 
   自主撤去費用 

※４ ―     ─     1,036    

 ４ 課徴金等 ※５ ― 4,997 0.4 ─ ─ ─ 200 7,241 0.2

  税金等調整前中間 
  (当期)純利益 

    217,916 15.9   265,708 17.2   502,684 17.2

  法人税、住民税 
  及び事業税 

  77,521   93,649 189,393   

  法人税等調整額   5,937 83,459 6.1 6,505 100,154 6.5 15,430 204,824 7.0

  少数株主利益     1,190 0.1   1,329 0.1   1,962 0.1

  中間(当期)純利益     133,266 9.7   164,224 10.6   295,898 10.1



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 239,644 383,146 370,268 993,059 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当     △100,000 △100,000 

 利益処分による役員賞与     △756 △756 

 中間純利益     133,266 133,266 

 タイ国関係会社の資産再評価益 
 取崩     △246 △246 

 土地再評価差額金取崩     △11 △11 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)         

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 32,252 32,252 

平成18年９月30日残高(百万円) 239,644 383,146 402,520 1,025,311 

  

評価・換算差額等 
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 97,456 ― 5,599 △21,984 81,071 34,914 1,109,045 

中間連結会計期間中の変動額               

 剰余金の配当             △100,000 

 利益処分による役員賞与             △756 

 中間純利益             133,266 

 タイ国関係会社の資産再評価益 
 取崩             △246 

 土地再評価差額金取崩             △11 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △3,604 1,920 11 △2,582 △4,255 1,104 △3,151 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △3,604 1,920 11 △2,582 △4,255 1,104 29,101 

平成18年９月30日残高(百万円) 93,852 1,920 5,611 △24,567 76,816 36,018 1,138,146 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 239,644 383,146 374,050 996,841 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当     △150,000 △150,000 

 中間純利益     164,224 164,224 

 タイ国関係会社の資産再評価益 
 取崩     △317 △317 

 土地再評価差額金取崩     1 1 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)         

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 13,908 13,908 

平成19年９月30日残高(百万円) 239,644 383,146 387,959 1,010,750 

  

評価・換算差額等 
少数株主 
持分 純資産合計 その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 110,178 939 5,713 △19,804 97,026 35,776 1,129,645 

中間連結会計期間中の変動額               

 剰余金の配当             △150,000 

 中間純利益             164,224 

 タイ国関係会社の資産再評価益 
 取崩             △317 

 土地再評価差額金取崩             1 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 6,061 △206 4 7,469 13,330 △1,615 11,714 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 6,061 △206 4 7,469 13,330 △1,615 25,622 

平成19年９月30日残高(百万円) 116,240 733 5,717 △12,335 110,356 34,161 1,155,267 



前連結会計年度の要約連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 239,644 383,146 370,268 993,059 

連結会計年度中の変動額         

 剰余金の配当     △290,722 △290,722 

 利益処分による役員賞与     △756 △756 

 当期純利益     295,898 295,898 

 タイ国関係会社の資産再評価益 
 取崩     △523 △523 

 土地再評価差額金取崩     △113 △113 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)         

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― ― 3,782 3,782 

平成19年３月31日残高(百万円) 239,644 383,146 374,050 996,841 

  

評価・換算差額等 
少数株主 
持分 純資産合計 その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 97,456 ― 5,599 △21,984 81,071 34,914 1,109,045 

連結会計年度中の変動額               

 剰余金の配当             △290,722 

 利益処分による役員賞与             △756 

 当期純利益             295,898 

 タイ国関係会社の資産再評価益 
 取崩             △523 

 土地再評価差額金取崩             △113 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 12,721 939 113 2,179 15,954 862 16,817 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 12,721 939 113 2,179 15,954 862 20,600 

平成19年３月31日残高(百万円) 110,178 939 5,713 △19,804 97,026 35,776 1,129,645 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期) 
  純利益 

  217,916 265,708 502,684

２ 減価償却費   80,009 100,241 166,577

３ 引当金の増減額 
   （減少：△） 

  △4,773 △4,001 △6,716

４ 受取利息及び受取配当金   △3,240 △5,253 △7,835

５ 支払利息   7,115 9,409 15,291

６ 固定資産売却益   ― △1,357 ―

７ 投資有価証券売却益   ― ― △5,981

８ 固定資産関係損   4,997 ― 4,997

９ 投資有価証券評価損   ― ― 1,008

10 融雪装置自主撤去費用   ― ― 1,036

11 課徴金等   ― ― 200

12 売上債権の増減額 
   （増加：△） 

  12,885 2,391 △67,503

13 棚卸資産の増減額 
   （増加：△） 

  △40,391 △67,708 △32,924

14 仕入債務の増減額 
   （減少：△） 

  16,429 △8,188 51,507

15 その他   △25,641 △19,452 △24,577

小計   265,305 271,788 597,764

16 利息及び配当金の受取額   8,137 9,000 14,789

17 利息の支払額   △7,488 △9,189 △15,767

18 法人税等の支払額   △105,792 △111,334 △182,354

19 その他   7,555 26,523 5,305

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  167,718 186,788 419,737



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 固定資産の取得による支出   △86,446 △98,981 △179,353

２ 固定資産の売却による収入   4,265 5,536 14,590

３ 投資有価証券の取得による 
支出 

  △49,762 △43,952 △130,181

４ 投資有価証券の売却による 
収入 

  46 210 6,475

５ その他   740 15,874 △9,618

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △131,156 △121,311 △298,087

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増減額 
   （減少：△） 

  92,829 244,073 136,670

２ 長期借入による収入   186,531 45,051 363,215

３ 長期借入金の返済による 
支出 

  △162,707 △164,799 △234,585

４ 社債の償還による支出   △60,000 △40,000 △90,000

５ 配当金の支払額   △100,000 △150,000 △290,722

６ 少数株主への配当金の支払額   △577 △616 △578

７ その他   △349 △601 △1,033

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △44,274 △66,891 △117,034

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

  △67 △870 193

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額（減少：△） 

  △7,780 △2,285 4,809

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

  65,382 71,533 65,382

Ⅶ 連結範囲の変更等による 
  増減額（減少：△） 

  1,142 △609 1,341

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 58,744 68,638 71,533



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(イ)連結子会社の数 183社 

主要な連結子会社名 

 ＪＦＥ条鋼㈱、ＪＦＥケ

ミカル㈱、ダイワスチー

ル㈱、ＪＦＥ鋼板㈱、Ｊ

ＦＥ建材㈱、ＪＦＥ物流

㈱、ＪＦＥ精密㈱、ＪＦ

Ｅコンテイナー㈱、ＪＦ

Ｅシビル㈱、ＪＦＥミネ

ラ ル ㈱、Ｊ Ｆ Ｅ ラ イ フ

㈱、Ｊ Ｆ Ｅ メ カ ニ カ ル

㈱、豊平製鋼㈱、川鉄橋

梁 鉄 構 ㈱、Ｊ Ｆ Ｅ 鋼 管

㈱、Ｊ Ｆ Ｅ シ ス テ ム ズ

㈱、水島合金鉄㈱、ＪＦ

Ｅ 継 手 ㈱、Ｊ Ｆ Ｅ 炉 材

㈱、ＪＦＥ鋼材㈱、リバ

ースチール㈱、ＪＦＥ電

制㈱、東北スチール㈱、

ＪＦＥテクノリサーチ

㈱、エ ヌ・ケ ー・ケ ー・

ユーエスエー・コーポレ

ーション、エヌ・ケー・

ケ ー・キ ャ ピ タ ル・オ

ブ・アメリカ・インク、

フィリピン・シンター・

コーポレーション、広州

ＪＦＥ鋼板有限公司、タ

イ・コーテッド・スチー

ル・シ ー ト・カ ン パ ニ

ー・リミテッド 

その他 154社 

 なお、ＪＦＥスチール・

オーストラリア(ワイディ

ー)・ピーティーワイ・リ

ミテッド他計４社につい

ては、重要性が増加した

ことにより、当中間連結

会計期間より連結子会社

に含めることにしてお

り、ＪＦＥスチール・フ

ィリピン・コーポレーシ

ョン他計５社については

合併、清算等により連結

の範囲から除外しており

ます。 

(イ)連結子会社の数 179社 

主要な連結子会社名 

 ＪＦＥ条鋼㈱、ＪＦＥケ

ミカル㈱、ダイワスチー

ル㈱、ＪＦＥ鋼板㈱、Ｊ

ＦＥ建材㈱、ＪＦＥ物流

㈱、ＪＦＥ精密㈱、ＪＦ

Ｅコンテイナー㈱、ＪＦ

Ｅシビル㈱、ＪＦＥミネ

ラ ル ㈱、Ｊ Ｆ Ｅ ラ イ フ

㈱、Ｊ Ｆ Ｅ メ カ ニ カ ル

㈱、豊平製鋼㈱、川鉄橋

梁 鉄 構 ㈱、Ｊ Ｆ Ｅ 鋼 管

㈱、Ｊ Ｆ Ｅ シ ス テ ム ズ

㈱、水島合金鉄㈱、ＪＦ

Ｅ 継 手 ㈱、Ｊ Ｆ Ｅ 炉 材

㈱、ＪＦＥ鋼材㈱、リバ

ースチール㈱、ＪＦＥ電

制㈱、東北スチール㈱、

㈱ＪＦＥ甲南スチールセ

ンター、ＪＦＥテクノリ

サーチ㈱、エヌ・ケー・

ケー・ユーエスエー・コ

ーポレーション、エヌ・

ケ ー・ケ ー・キ ャ ピ タ

ル・オブ・アメリカ・イ

ンク、フィリピン・シン

タ ー・コ ー ポ レ ー シ ョ

ン、タイ・コーテッド・

スチール・シート・カン

パニー・リミテッド 

その他 150社 

 なお、浙江傑富意金属容

器有限公司他計２社につ

いては、重要性が増加し

たことにより、当中間連

結会計期間より連結子会

社に含めることにしてお

ります。 

 また、広州ＪＦＥ鋼板有

限公司については、出資

比率の見直し等合弁契約

書改訂を行い実質的支配

の要件を満たさなくなっ

たことに伴い、当中間連

結会計期間末において連

結子会社から持分法適用

会社としております。こ

の他ＪＦＥ建材物流サー

ビス㈱他計４社について

は合併、清算等により連

結の範囲から除外してお

ります。 

(イ)連結子会社の数 182社 

  連結子会社の名称につ

いては「第１ 企業の概

況 ４．関係会社の状

況」に記載しているた

め、記載を省略しており

ます。 

  なお、ＪＦＥスチー

ル・オーストラリア(ワ

イディー)・ピーティー

ワイ・リミテッド他計５

社については、重要性が

増加したこと、または株

式の取得により子会社に

なったこと等により、当

連結会計年度より連結の

範囲に加えており、ＪＦ

Ｅスチール・フィリピ

ン・コーポレーション他

計７社については合併、

清算等により連結の範囲

から除外しております。 

  (ロ)主要な非連結子会社の

名称等 

  該当事項はありませ

ん。 

(ロ)主要な非連結子会社の

名称等 

  該当事項はありませ

ん。 

(ロ)主要な非連結子会社の

名称等 

  浙江傑富意金属容器有

限公司他 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

       上記会社については、

資産、売上高、当期純損

益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合

う額)等の観点から見

て、連結の範囲から除外

しても企業集団の財政状

態及び経営成績に関する

合理的な判断を妨げない

程度に重要性に乏しいも

のであるため、連結の範

囲に含めておりません。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(イ)持分法適用会社の数 

  32社 

 （関連会社32社） 

 主要な持分法適用会社名 

  ＪＦＥ商事ホールディ

ングス㈱、瀬戸内共同火

力㈱、ジェコス㈱、日本

鋳造㈱、㈱エクサ、㈱Ｊ

ＦＥサンソセンター、タ

イ・コールド・ロール

ド・スチール・シート・

パブリック・カンパニ

ー・リミテッド、カリフ

ォルニア・スチール・イ

ンダストリーズ・インク 

 その他 24社 

  なお、ＪＦＥ西部薄板

建材㈱他計２社について

は、重要性が増加したこ

とから、当中間連結会計

期間より持分法を適用し

ております。 

  また、水島共同火力㈱

他計２社については合併

等により持分法適用の関

連会社から除外しており

ます。 

(イ)持分法適用会社の数 

  34社 

 （関連会社34社） 

 主要な持分法適用会社名 

  ＪＦＥ商事ホールディ

ングス㈱、瀬戸内共同火

力㈱、ジェコス㈱、日本

鋳造㈱、㈱エクサ、㈱Ｊ

ＦＥサンソセンター、東

国製鋼㈱、タイ・コール

ド・ロールド・スチー

ル・シート・パブリッ

ク・カンパニー・リミテ

ッド、広州ＪＦＥ鋼板有

限公司、カリフォルニ

ア・スチール・インダス

トリーズ・インク 

 その他 24社 

  なお、広州ＪＦＥ鋼板

有限公司については、出

資比率の見直し等合弁契

約書改訂を行い実質的支

配の要件を満たさなくな

ったことに伴い、当中間

連結会計期間末において

連結子会社から持分法適

用会社としております。 

(イ)持分法適用会社の数 

  33社 

 （関連会社33社） 

 持分法適用会社の名称

については「第１ 企業

の概況 ４．関係会社の

状況」に記載しているた

め、記載を省略しており

ます。 

 なお、東国製鋼㈱他計

３社については、株式の

取得、または重要性が増

加したこと等により、当

連結会計年度より持分法

を適用しております。ま

た、水島共同火力㈱他計

２社については、合併等

により持分法適用の関連

会社から除外しておりま

す。 

  (ロ)持分法を適用していな

い関連会社(日伸運輸㈱

他)は、いずれも中間純

損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であ

り、かつ持分法の対象か

ら除外しても中間連結財

務諸表に重要な影響を与

えないため、持分法を適

用しておりません。 

(ロ)持分法を適用していな

い関連会社(日伸運輸㈱

他)は、いずれも中間純

損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であ

り、かつ持分法の対象か

ら除外しても中間連結財

務諸表に重要な影響を与

えないため、持分法を適

用しておりません。 

(ロ)持分法を適用していな

い非連結子会社(浙江傑

富意金属容器有限公司

他)及び関連会社(日伸運

輸㈱他)は、いずれも当

期純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ持分法の対象

から除外しても連結財務

諸表に重要な影響を与え

ないため、持分法を適用

しておりません。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等に

関する事項 

 タイ・コーテッド・スチ

ール・シート・カンパニ

ー・リミテッドをはじめと

する一部の連結子会社(国

内４社、海外30社)の中間

決算日は６月30日または９

月20日であります。中間連

結財務諸表の作成にあたっ

ては、当該連結子会社につ

いては中間連結決算日との

差異は３ヶ月以内であるた

め当該会社の中間決算日の

財務諸表を使用しておりま

す。 

 なお、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引に

ついては連結上必要な調整

を行っております。 

 タイ・コーテッド・スチ

ール・シート・カンパニ

ー・リミテッドをはじめと

する一部の連結子会社(国

内４社、海外30社)の中間

決算日は６月30日または９

月20日であります。中間連

結財務諸表の作成にあたっ

ては、当該連結子会社につ

いては中間連結決算日との

差異は３ヶ月以内であるた

め当該会社の中間決算日の

財務諸表を使用しておりま

す。 

 なお、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引に

ついては連結上必要な調整

を行っております。 

 タイ・コーテッド・スチ

ール・シート・カンパニ

ー・リミテッドをはじめと

する一部の連結子会社(国

内４社、海外30社)の決算

日は12月31日または３月20

日であります。連結財務諸

表の作成にあたっては、当

該連結子会社については連

結決算日との差異は３ヶ月

以内であるため当該連結子

会社の決算日の財務諸表を

使用しております。 

 なお、連結決算日との間

に生じた重要な取引につい

ては連結上必要な調整を行

っております。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

      

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価方

法 

① 有価証券 

  満期保有目的の債券 

   償却原価法によって

おります。 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    主として、中間決

算日前１ヶ月の市

場価格の平均に基

づく時価法(評価

差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は主

として移動平均法

により算定)によ

っております。 

   時価のないもの 

    主として移動平均

法による原価法に

よっております。 

① 有価証券 

  満期保有目的の債券 

   同左 

  

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   時価のないもの 

    同左 

① 有価証券 

  満期保有目的の債券 

   同左 

  

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    主として、決算日

前１ヶ月の市場価

格の平均に基づく

時価法(評価差額

は全部純資産直入

法により処理し、

売却原価は主とし

て移動平均法によ

り算定)によって

おります。 

   時価のないもの 

    同左 

  ② 棚卸資産 

  主として、後入先出法

による原価法によってお

ります。 

② 棚卸資産 

  同左 

② 棚卸資産 

  同左 

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 

  主として、定率法によ

っております。 

① 有形固定資産 

  同左 

① 有形固定資産 

  同左 

  ② 無形固定資産 

  主として、定額法によ

っております。 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法に

よっております。 

② 無形固定資産 

  同左 

② 無形固定資産 

  同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (3) 重要な引当金の

計上基準 

① 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。 

① 貸倒引当金 

  同左 

  

① 貸倒引当金 

  同左 

  ② 退職給付引当金 

  当社及び主要な連結子

会社においては、従業員

の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し

ております。 

  過去勤務債務は、主と

して、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定

額法により、費用処理し

ております。 

  数理計算上の差異は、

主として、各連結会計年

度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定

額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理して

おります。 

② 退職給付引当金 

  同左 

② 退職給付引当金 

  当社及び主要な連結子

会社においては、従業員

の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

  過去勤務債務は、主と

して、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定

額法により、費用処理し

ております。 

  数理計算上の差異は、

主として、各連結会計年

度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定

額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理して

おります。 

  ③ 特別修繕引当金 

  溶鉱炉及び熱風炉等の

改修に要する費用の支出

に備えるため、次回の改

修見積額を次回の改修ま

での期間に按分して繰入

れております。 

③ 特別修繕引当金 

  同左 

③ 特別修繕引当金 

  同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (4) 重要な外貨建の

資産又は負債の本

邦通貨への換算の

基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。 

 同左  外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

 (5) 重要なリース取

引の処理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、主

として通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 同左  同左 

 (6) 重要なヘッジ会

計の方法 

ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用

しております。なお、主

として、為替予約等につ

いて振当処理の要件を満

たしている場合は振当処

理を、金利スワップにつ

いて特例処理の要件を満

たしている場合は特例処

理を採用しております。 

ヘッジ会計の方法 

  同左 

ヘッジ会計の方法 

  同左 

  ヘッジ方針等 

  当社及び連結子会社

は、輸出入取引等に係る

為替変動リスクへの対応

を目的として、為替予約

等を利用したヘッジ取引

を実施しております。ま

た、負債(借入金・社債

等)全体の金利の変動へ

の対応及び金利の低減を

目的として、金利スワッ

プ等を利用したヘッジ取

引を実施しております。 

  これらヘッジ取引の実

施にあたっては、実需に

伴う取引に対応させるこ

とを基本方針とし、ヘッ

ジ取引に係る社内規定

(「資 金 業 務 権 限 規

程」、「デリバティブ取

引管理規程」及び「グル

ープ会社管理業務に関す

る基本規程」)に基づき

取引を実施しておりま

す。 

ヘッジ方針等 

  同左 

ヘッジ方針等 

  同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (7) 消費税等の会計

処理方法 

 税抜方式によっておりま

す。 

 同左  同左 

 (8) 連結納税制度の

適用 

 連結納税制度を適用して

おります。 

 同左  同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・

フロー計算書)にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資であります。 

 同左  同左 



  
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

項目 
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 固定資産の減価償却

の方法 

―  法人税法の改正に伴い、

当中間連結会計期間より、

平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更

しております。 

 これにより、当中間連結

会計期間の減価償却費は

1,031百万円増加し、営業

利益は1,003百万円、経常

利益及び税金等調整前中間

純利益は1,007百万円それ

ぞれ減少しております。 

― 

２ 貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会

計基準 

 当中間連結会計期間よ

り、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合

計 に 相 当 す る 金 額 は、

1,100,207百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期

間における中間連結貸借対

照表の純資産の部について

は、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により

作成しております。 

─  当連結会計年度より、

「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合

計 に 相 当 す る 金 額 は、

1,092,929百万円でありま

す。 

 なお、当連結会計年度に

おける連結貸借対照表の純

資産の部については、連結

財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表

規則により作成しておりま

す。 

３ 企業結合に係る会計

基準等 

 当中間連結会計期間より

「企業結合に係る会計基

準」（企業会計審議会 平

成15年10月31日）及び「事

業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会

平成17年12月27日 企業会

計基準第７号）並びに「企

業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用

指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月27日 企

業会計基準適用指針第10

号）を適用しております。 

─  当連結会計年度より「企

業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成15

年10月31日）及び「事業分

離等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平

成17年12月27日 企業会計

基準第７号）並びに「企業

結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準委員会

平成17年12月27日 企業会

計基準適用指針第10号）を

適用しております。 



表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

（中間連結損益計算書関係） 

  当中間連結会計期間は「為替差益」が営業外収益

の総額の100分の10以下となっておりますので、営業

外収益の「その他」に含めて表示しております。な

お、当中間連結会計期間における営業外収益の「為

替差益」は、1,366百万円となっております。 

― 



追加情報 

  

項目 
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 固定資産の減価償却 

の方法 

―  法人税法の改正に伴い、

当中間連結会計期間より、

平成19年３月31日以前に取

得した有形固定資産につい

ては、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に

到達した連結会計年度の翌

連結会計年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり

均等償却しております。 

 これにより、当中間連結

会計期間の減価償却費は

16,418百万円増加し、営業

利益は15,873百万円、経常

利益及び税金等調整前中間

純利益は15,937百万円それ

ぞれ減少しております。 

― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

   額 5,244,346百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

   額 5,337,363百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

   額 5,271,881百万円

  

※２ 担保に供している資産 

   (注)有形固定資産のうち、工

場財団抵当等に供しているも

の 

有形固定資産 48,261百万円

無形固定資産 38 

投資有価証券 7,814 

投資その他 

の資産の 

「その他」 377 

41,495 

  

※２ 担保に供している資産 

   (注)有形固定資産のうち、工

場財団抵当等に供しているも

の 

有形固定資産 44,249百万円

無形固定資産 80 

投資有価証券 9,215 

投資その他 

の資産の 

「その他」 499 

40,238 

  

※２ 担保に供している資産 

(注)有形固定資産のうち、工

場財団抵当等に供しているも

の 

有形固定資産 45,086百万円

無形固定資産 40 

投資有価証券 9,216 

投資その他 

の資産の 

「その他」 438 

41,109 

  

   上記に対応する債務 

    宅地建物取引業法第25条の

規定による営業保証金の供託 

   (注)上記債務のうち、工場財

団抵当等に係るもの 

 短期借入金 1,967 

 長期借入金 9,018 

 短期借入金 101 

 長期借入金 1,898 

  

   上記に対応する債務 

     

  

   (注)上記債務のうち、工場財

団抵当等に係るもの 

 短期借入金 2,346 

 長期借入金 5,772 

 短期借入金 707 

 長期借入金 818 

  

   上記に対応する債務 

    宅地建物取引業法第25条の

規定による営業保証金の供託 

   (注)上記債務のうち、工場財

団抵当等に係るもの 

 短期借入金 2,534 

 長期借入金 7,172 

 短期借入金 911 

 長期借入金 745 

  

    上記には質権設定を予約し

たものが、以下の通り含まれ

ております。 

 投資有価証券 4,017 

  

    上記には質権設定を予約し

たものが、以下の通り含まれ

ております。 

 投資有価証券 5,242 

  

    上記には質権設定を予約し

たものが、以下の通り含まれ

ております。 

投資有価証券 4,574 

  

    この他、当社が保有する連

結子会社株式（中間財務諸表

上の帳簿価額2,335百万円）

について質権設定を予約して

おります。 

  

    この他、当社が保有する連

結子会社株式（中間財務諸表

上の帳簿価額325百万円）に

ついて質権設定を予約してお

ります。 

  

    この他、当社が保有する連

結子会社株式（個別財務諸表

上の帳簿価額2,335百万円）

について質権設定を予約して

おります。 



  

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

 ３ 保証債務等 

    下記会社の金融機関借入金

等について保証を行ってお

ります。 

 ３ 保証債務等 

    下記会社の社債、金融機関

借入金等について保証を行っ

ております。 

 ３ 保証債務等 

 下記会社の社債、金融機関

借入金等について保証を行っ

ております。 

ジェイ 
エフ イー 
ホールディ 
ングス㈱ 
  

239,990百万円

水島エコワ
ークス㈱ 
  

14,460 

その他 11,123 

計 265,573 

ジェイ 
エフ イー
ホールディ
ングス㈱ 
  

188,040百万円

水島エコワ
ークス㈱ 
  

13,504 

その他 16,040 

計 217,584 

ジェイ
エフ イー 
ホールディ 
ングス㈱ 
  

177,420百万円

水島エコワー
クス㈱ 
  

14,002 

その他 10,632 

計 202,055 

  

    上記の他、東京リース㈱と

の間で瑕疵担保特約を結んで

おります。 

    ・契約締結日 

平成13年11月30日 

    ・当中間連結会計期間末に

おける補償限度額 

11百万円 

  

  

  

 上記の他、東京リース㈱と

の間で瑕疵担保特約を結んで

おります。 

    ・契約締結日 

平成13年11月30日 

    ・当連結会計年度末におけ

る補償限度額 

６百万円 

  

 ４ 受取手形の割引高及び裏書譲

渡高 

手形割引高 603百万円

裏書譲渡高 115 

  

 ４ 受取手形の割引高及び裏書譲

渡高 

手形割引高 333百万円

裏書譲渡高 144 

  

 ４ 受取手形の割引高及び裏書譲

渡高 

手形割引高 840百万円

裏書譲渡高 181 

  

※５ 期末日決済手形 

    中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、

満期日に決済が行われたもの

として処理しております。 

    なお、当中間連結会計期間

末日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が中間連結会

計期間末残高から除かれてお

ります。 

受取手形 1,641百万円

支払手形 4,955 

設備関係 
支払手形 

13 

  

※５ 期末日決済手形 

    中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、

満期日に決済が行われたもの

として処理しております。 

    なお、当中間連結会計期間

末日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が中間連結会

計期間末残高から除かれてお

ります。 

受取手形 1,595百万円

支払手形 3,426 

設備関係
支払手形 

13 

  

※５ 期末日決済手形 

    連結会計年度末日満期手形

の会計処理については、満期

日に決済が行われたものとし

て処理しております。 

    なお、当連結会計年度末日

が金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満

期手形が連結会計年度末残高

から除かれております。 

      

受取手形 1,491百万円

支払手形 6,656 

設備関係
支払手形 

152 

      



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

費目及び金額は次の通りであ

ります。 

製品発送 
関係費 

44,482百万円

従業員 
給料手当 

41,029 

退職給付 
引当金 
繰入額 

3,139 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

費目及び金額は次の通りであ

ります。 

製品発送
関係費 

45,318百万円

従業員
給料手当 

39,114 

退職給付
引当金 
繰入額 

2,744 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

費目及び金額は次の通りであ

ります。 

製品発送
関係費 

93,580百万円

従業員
給料手当 

81,357 

退職給付
引当金 
繰入額 

5,669 

  

─ 

  

※２ 固定資産売却益は、土地等の

売却によるものであります。 

  

― 

  

※３ 固定資産関係損は、設備統廃

合による固定資産廃却損失及

び棚卸資産処分損失等であ

り、主な内訳は以下の通りで

あります。 

建物及び 
構築物 

594百万円

機械装置 1,675 

棚卸資産 973 

その他 1,755 

計 4,997 

  

― 

  

※３ 固定資産関係損は、設備統廃

合による固定資産廃却損失及

び棚卸資産処分損失等であ

り、主な内訳は以下の通りで

あります。 

建物及び
構築物 

594百万円

機械装置 1,675 

棚卸資産 973 

その他 1,755 

計 4,997 

  

─ 

  

― 

  

※４ 融雪装置自主撤去費用 

    当社の子会社であった川鉄

ファインヒーター㈱及びケー

エフエイチ㈱が、昭和63年１

月から平成７年12月にかけて

製造した屋根下融雪装置につ

いて、部品の経年劣化等によ

り発火する可能性があること

が判明したため、これを自主

撤去、回収することに伴い発

生する費用であります。 

  

─ 

  

― 

  

※５ 課徴金等 

    鋼橋上部工事入札に関する

独占禁止法違反事件に伴う課

徴金及び違約金の見積り額で

あります。 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

  

２ 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

平成18年９月７日付けの会社法第319条第１項の規定による株主総会の決議の内容は次の通りであります。 

・普通株式の配当に関する事項 

  
（注）平成18年９月29日に提出会社の完全親会社である、ジェイ エフ イー ホールディングス㈱に対し支払いを

行っております。なお、この配当につきましては基準日は定めておりません。 
  
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後 

となるもの 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 539,170 ― ― 539,170

(イ)配当金の総額 100,000百万円

(ロ)１株当たり配当額 185円47銭

(ハ)効力発生日 平成18年９月29日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

平成19年９月28日付けの会社法第319条第１項の規定による株主総会の決議の内容は次の通りであります。 

・普通株式の配当に関する事項 

  
（注）平成19年９月28日に当社の完全親会社である、ジェイ エフ イー ホールディングス㈱に対し支払いを行っ

ております。なお、この配当につきましては基準日は定めておりません。 
  
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後 

となるもの 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 539,170 ― ― 539,170

(イ)配当金の総額 150,000百万円

(ロ)１株当たり配当額 278円20銭

(ハ)効力発生日 平成19年９月28日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

平成18年９月７日付けの会社法第319条第１項の規定による株主総会の決議の内容は次の通りであります。 

・普通株式の配当に関する事項 

  
（注）平成18年９月29日に当社の完全親会社である、ジェイ エフ イー ホールディングス㈱に対し支払いを行っ

ております。なお、この配当につきましては基準日は定めておりません。 
  

平成18年12月22日付けの会社法第319条第１項の規定による株主総会の決議の内容は次の通りであります。 

・普通株式の配当に関する事項 

  
（注）平成19年１月４日に当社の完全親会社である、ジェイ エフ イー ホールディングス㈱に対し支払いを行っ

ております。なお、この配当につきましては基準日は定めておりません。 
  

平成19年２月26日付けの取締役会の決議の内容は次の通りであります。 

・普通株式の配当に関する事項 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後となるもの 

    該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) 539,170 ― ― 539,170

(イ)配当金の総額 100,000百万円

(ロ)１株当たり配当額 185円47銭

(ハ)効力発生日 平成18年９月29日

(イ)配当金の総額 120,000百万円

(ロ)１株当たり配当額 222円56銭

(ハ)効力発生日 平成18年12月31日

(イ)配当金の総額 70,722百万円

(ロ)１株当たり配当額 131円16銭

(ハ)基準日 平成18年12月31日

(ニ)効力発生日 平成19年３月12日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

(平成18年９月30日) 

  
    (注)流動資産の「その他」

は、短期貸付金のうち

随時回収可能なもので

あります。 

現金及び 
預金 

23,739百万円

預入期間が 
３ヶ月を 
超える 
定期預金 

△165 

流動資産の 
「その他」 
(注) 

35,169 

現金及び 
現金同等物 

58,744 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

(平成19年９月30日) 

  
    (注)流動資産の「その他」

は、短期貸付金のうち

随時回収可能なもので

あります。 

現金及び
預金 

25,525百万円

預入期間が
３ヶ月を 
超える 
定期預金 

△109 

流動資産の
「その他」 
(注) 

43,223 

現金及び
現金同等物 

68,638 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成19年３月31日) 

  
    (注)流動資産の「その他」

は、短期貸付金のうち

随時回収可能なもので

あります。 

  

現金及び
預金 

24,857百万円

預入期間が 
３ヶ月を 
超える 
定期預金 

△108 

流動資産の 
「その他」 
(注) 

46,784 

現金及び
現金同等物 

71,533 



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高

相当額 

  
取得価額 
相当額 

  
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械装 
置及び 
運搬具 

43,967 23,953 20,013

その他 6,729 3,883 2,846

合計 50,697 27,836 22,860

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高

相当額 

 
取得価額
相当額 

  
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具

38,102 21,452 16,650

その他 6,016 3,214 2,801

合計 44,119 24,667 19,451

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当

額 

 

  
取得価額 
相当額 

  
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

  
期末残高
相当額 

  
(百万円)

機械装
置及び
運搬具

40,260 21,420 18,840

その他 6,105 3,321 2,783

合計 46,365 24,741 21,624

    なお、取得価額相当額

は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払

利子込み法により算定し

ております。 

  なお、取得価額相当額

は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払

利子込み法により算定し

ております。 

  なお、取得価額相当額

は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

  ２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

１年内 6,324百万円

１年超 16,535百万円

合計 22,860百万円

２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

１年内 6,241百万円

１年超 13,209百万円

合計 19,451百万円

２ 未経過リース料期末残

高相当額 

１年内 6,404百万円

１年超 15,219百万円

合計 21,624百万円

    なお、未経過リース料

中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子

込み法により算定してお

ります。 

  なお、未経過リース料

中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子

込み法により算定してお

ります。 

  なお、未経過リース料

期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。 

  ３ 支払リース料等 

支払
リース料 

3,595百万円

減価
償却費 
相当額 

3,595百万円

３ 支払リース料等 

支払
リース料

3,254百万円

減価
償却費 
相当額 

3,254百万円

３ 支払リース料等 

支払
リース料 

6,629百万円

減価
償却費 
相当額 

6,629百万円

  ４ 減価償却費相当額の算

定方法 

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっておりま

す。 

４ 減価償却費相当額の算

定方法 

  同左 

４ 減価償却費相当額の算

定方法 

  同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

  

  
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

国債・地方債 223 218 △4 

合計 223 218 △4 

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 119,193 270,109 150,916 

(2) 債券       

   国債・地方債 10 9 △0 

合計 119,203 270,119 150,916 

  
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式   

   関連会社株式 108,471 

(2) その他有価証券   

   非上場株式 35,522 

   非上場債券 152 

   出資証券 6 



当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

  
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

国債・地方債 223 219 △4 

合計 223 219 △4 

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 222,960 408,811 185,851 

合計 222,960 408,811 185,851 

  
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式   

   関連会社株式 153,120 

(2) その他有価証券   

   非上場株式 22,129 

   非上場債券 131 

   出資証券 6 



前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

  
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
時価

(百万円) 
差額 

(百万円) 

国債・地方債 223 224 0 

合計 223 224 0 

  
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 179,520 355,481 175,961 

(2) 債券       

   国債・地方債 10 9 △0 

合計 179,530 355,491 175,961 

  
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式   

   非連結子会社及び関連会社株式 138,994 

(2) その他有価証券   

   非上場株式 34,682 

   非上場債券 131 

   出資証券 6 



(デリバティブ取引関係) 

  

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

  

(注) １ 時価の算定方法は、契約を締結している取引先金融機関から提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

  

対象物の
種類 

取引の種類 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

契約額等
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

金利 
スワップ取引                   

受取変動・
支払固定 

10,380 △753 △753 8,900 △501 △501 8,900 △619 △619

合計     △753     △501     △619 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当社及び当社の連結子会社は鉄鋼製品、鋼材加工製品及び原材料等の製造販売、並びにそれらに関連する運輸業

及び設備保全・工事等を事業内容としており事業区分が単一セグメントのため、記載しておりません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

当社及び当社の連結子会社は鉄鋼製品、鋼材加工製品及び原材料等の製造販売、並びにそれらに関連する運輸業

及び設備保全・工事等を事業内容としており事業区分が単一セグメントのため、記載しておりません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社及び当社の連結子会社は鉄鋼製品、鋼材加工製品及び原材料等の製造販売、並びにそれらに関連する運輸業

及び設備保全・工事等を事業内容としており事業区分が単一セグメントのため、記載しておりません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載しておりません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載しておりません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載しておりません。 

  



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注)１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

  ２ 各区分に属する主要な国又は地域 

(1) アジア……韓国、中国、タイ 

(2) その他……米国 

  ３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

(注)１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

  ２ 各区分に属する主要な国又は地域 

(1) アジア……韓国、中国、タイ 

(2) その他……米国 

  ３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注)１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

  ２ 各区分に属する主要な国又は地域 

(1) アジア……韓国、中国、タイ 

(2) その他……米国 

  ３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 363,625 103,261 466,887 

Ⅱ 連結売上高(百万円)     1,370,938 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

26.5 7.5 34.1

  アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 436,510 124,048 560,558 

Ⅱ 連結売上高(百万円)     1,544,376 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

28.3 8.0 36.3

  アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 770,339 228,748 999,087 

Ⅱ 連結売上高(百万円)     2,925,110 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

26.3 7.8 34.1



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり純資産額及び１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は以下の通りであります。 

  

 (1) １株当たり純資産額 

  

  

(2) １株当たり中間(当期)純利益金額 

  

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はないため、記載しておりません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 2,044円11銭 １株当たり純資産額 2,079円31銭 １株当たり純資産額 2,028円80銭

１株当たり中間純利益 247円16銭 １株当たり中間純利益 304円58銭 １株当たり当期純利益 548円80銭

  
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額 
(百万円) 

1,138,146 1,155,267 1,129,645 

純資産の合計額から控除す
る金額(百万円) 

36,018 34,161 35,776

(うち少数株主持分) 
(百万円) 

36,018 34,161 35,776

普通株式に係る中間期末
(期末)の純資産額(百万円) 

1,102,127 1,121,106 1,093,868

１株当たり純資産額の算定
に用いられた中間期末(期
末)の普通株式の数(千株) 

539,170 539,170 539,170

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 133,266 164,224 295,898 

普通株主に帰属しない金額 
(百万円) 

─ ― ―

普通株式に係る中間(当期) 
純利益(百万円) 

133,266 164,224 295,898

普通株式の期中平均株式数 
(千株) 

539,170 539,170 539,170



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

 １ 現金及び預金   13,489   14,306   14,447   

 ２ 売掛金   215,914   269,890   253,418   

 ３ 棚卸資産   364,250   406,568   366,634   

 ４ その他   84,728   81,639   84,300   

 ５ 貸倒引当金   △185   △30   △30   

  流動資産合計   678,198 23.8 772,375 25.1 718,770 23.8 

Ⅱ 固定資産               

 １ 有形固定資産 ※１         

  (1) 建物   197,773   197,337   203,203   

  (2) 機械及び装置   587,363   584,700   599,496   

  (3) 土地   289,432   312,020   311,884   

  (4) その他   158,823   151,326   150,359   

   有形固定資産合計   1,233,392   1,245,384   1,264,943   

 ２ 無形固定資産   55,088   51,226   52,701   

 ３ 投資その他の資産               

  (1) 投資有価証券 ※２ 299,015 424,159   382,881   

  (2) 関係会社株式 ※２ 479,862   487,490   499,741   

  (3) その他 ※２ 126,486   118,280   123,219   

  (4) 貸倒引当金   △26,666   △24,004   △24,439   

   投資その他の資産合計   878,697   1,005,926   981,402   

  固定資産合計   2,167,179 76.2 2,302,536 74.9 2,299,046 76.2 

   資産合計   2,845,377 100.0 3,074,911 100.0 3,017,817 100.0 



  

  
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

 １ 買掛金   154,858   175,171   159,929   

 ２ 短期借入金   222,963   625,291   462,967   

 ３ 一年以内償還の社債   70,000   100,000   100,000   

 ４ 引当金   ―   ―   215   

 ５ その他   306,792   349,152   350,859   

  流動負債合計   754,614 26.5 1,249,615 40.7 1,073,971 35.6 

Ⅱ 固定負債               

 １ 社債   160,000   60,000   100,000   

 ２ 長期借入金   668,443   551,350   617,507   

 ３ 退職給付引当金   93,027   88,121   90,524   

 ４ 特別修繕引当金   39,826   40,679   40,060   

 ５ その他の引当金   9,432   11,602   11,602   

 ６ その他   20,460   20,708   24,429   

  固定負債合計   991,190 34.9 772,462 25.1 884,124 29.3 

   負債合計   1,745,804 61.4 2,022,078 65.8 1,958,096 64.9 

                

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

 １ 資本金   239,644 8.4 239,644 7.8 239,644 7.9 

 ２ 資本剰余金               

  (1) 資本準備金   390,021   390,021   390,021   

   資本剰余金合計   390,021 13.7 390,021 12.7 390,021 13.0 

 ３ 利益剰余金               

  (1) その他利益剰余金               

    特別償却準備金   229   123   171   

    海外投資等損失準備金   0   ―   ―   

    固定資産圧縮積立金   4,094   3,348   4,094   

    特別修繕準備金   4,245   5,711   5,023   

    繰越利益剰余金   374,662   307,411   320,248   

   利益剰余金合計   383,231 13.5 316,595 10.3 329,538 10.9 

   株主資本合計   1,012,897 35.6 946,261 30.8 959,204 31.8 

Ⅱ 評価・換算差額等               

 １ その他有価証券 
   評価差額金 

84,979 2.9 105,960 3.4 99,710 3.3

 ２ 繰延ヘッジ損益   1,696 0.1 611 0.0 805 0.0 

   評価・換算差額等合計   86,675 3.0 106,572 3.4 100,516 3.3 

   純資産合計   1,099,573 38.6 1,052,833 34.2 1,059,721 35.1 

   負債純資産合計   2,845,377 100.0 3,074,911 100.0 3,017,817 100.0 



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     972,582 100.0   1,113,160 100.0   2,055,587 100.0

Ⅱ 売上原価     737,422 75.8   834,468 75.0   1,528,354 74.4

  売上総利益     235,159 24.2   278,692 25.0   527,233 25.6

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    68,048 7.0 69,319 6.2   138,406 6.7

  営業利益     167,111 17.2   209,372 18.8   388,826 18.9

Ⅳ 営業外収益 ※１   33,123 3.4   30,352 2.8   54,107 2.6

Ⅴ 営業外費用 ※２   16,829 1.7   22,063 2.0   35,415 1.7

  経常利益     183,405 18.9   217,660 19.6   407,518 19.8

Ⅵ 特別利益 ※３   ― ―   ― ―   5,937 0.3

Ⅶ 特別損失 ※４   6,089 0.7   2,229 0.2   7,125 0.3

  税引前中間(当期) 
  純利益 

    177,316 18.2 215,431 19.4   406,330 19.8

  法人税、住民税 
  及び事業税 

  59,710   75,249 148,573   

  法人税等調整額   3,962 63,673 6.5 3,125 78,374 7.1 7,084 155,658 7.6

  中間(当期)純利益     113,643 11.7   137,056 12.3   250,672 12.2



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目は、次の通りであります。 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 

合計 
資本準備

金 
資本剰余
金合計 

その他利益剰余金

利益剰余金
合計 特別償却

準備金

海外投
資等損
失準備
金 

固定資産
圧縮積立

金 

特別修繕
準備金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 

239,644 390,021 390,021 261 3 2,869 2,599 364,069 369,803 999,469 

中間会計期間中の変動額                    

 特別償却準備金の積立（注）       97       △97 ─ ─ 

 特別償却準備金の取崩（注）       △129       129 ─ ─ 

 海外投資等損失準備金の積立 
 （注）         0     △0 ─ ─ 

 海外投資等損失準備金の取崩 
 （注）         △3     3 ─ ─ 

 固定資産圧縮積立金の積立 
 （注）           1,224   △1,224 ─ ─ 

 特別修繕準備金の積立（注）             1,646 △1,646 ─ ─ 

 剰余金の配当               △100,000 △100,000 △100,000 

 役員賞与（注）               △215 △215 △215 

 中間純利益               113,643 113,643 113,643 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)                     

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ─ ─ ─ △32 △3 1,224 1,646 10,592 13,427 13,427 

平成18年９月30日残高 
(百万円) 

239,644 390,021 390,021 229 0 4,094 4,245 374,662 383,231 1,012,897 

  

評価・換算差額等

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 

88,096 ─ 88,096 1,087,566 

中間会計期間中の変動額        

 特別償却準備金の積立（注）       ─ 

 特別償却準備金の取崩（注）       ─ 

 海外投資等損失準備金の積立 
 （注）       ─ 

 海外投資等損失準備金の取崩 
 （注）       ─ 

 固定資産圧縮積立金の積立 
 （注）       ─ 

 特別修繕準備金の積立（注）       ─ 

 剰余金の配当       △100,000 

 役員賞与（注）       △215 

 中間純利益       113,643 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △3,117 1,696 △1,421 △1,421 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △3,117 1,696 △1,421 12,006 

平成18年９月30日残高 
(百万円) 

84,979 1,696 86,675 1,099,573 

特別償却準備金の積立 97百万円 特別償却準備金の取崩 81百万円
海外投資等損失準備金の積立 0百万円 海外投資等損失準備金の取崩 3百万円
固定資産圧縮積立金の積立 1,034百万円 特別修繕準備金の積立 1,066百万円
役員賞与 215百万円



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金
株主資本 

合計 資本準備金 資本剰余金
合計 

その他利益剰余金
利益剰余金

合計 特別償却
準備金 

固定資産圧
縮積立金 

特別修繕
準備金 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 

239,644 390,021 390,021 171 4,094 5,023 320,248 329,538 959,204

中間会計期間中の変動額                   

 特別償却準備金の取崩       △47     47 ― ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩         △745   745 ― ― 

 特別修繕準備金の積立           687 △687 ― ― 

 剰余金の配当             △150,000 △150,000 △150,000 

 中間純利益             137,056 137,056 137,056 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)                  

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― △47 △745 687 △12,837 △12,943 △12,943

平成19年９月30日残高 
(百万円) 

239,644 390,021 390,021 123 3,348 5,711 307,411 316,595 946,261

  

評価・換算差額等

純資産合計 その他
有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 

99,710 805 100,516 1,059,721

中間会計期間中の変動額         

 特別償却準備金の取崩       ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩       ― 

 特別修繕準備金の積立       ― 

 剰余金の配当       △150,000 

 中間純利益       137,056 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

6,249 △194 6,055 6,055

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 6,249 △194 6,055 △6,887

平成19年９月30日残高 
(百万円) 

105,960 611 106,572 1,052,833



前事業年度の要約株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目は、次の通りであります。 

  
  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 

合計 
資本準備

金 
資本剰余
金合計 

その他利益剰余金

利益剰余金
合計 特別償却

準備金

海外投
資等損
失準備
金 

固定資産
圧縮積立

金 

特別修繕
準備金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 

239,644 390,021 390,021 261 3 2,869 2,599 364,069 369,803 999,469 

事業年度中の変動額                    

 特別償却準備金の積立（注）       97       △97 ─ ─ 

 特別償却準備金の取崩（注）       △187       187 ─ ─ 

 海外投資等損失準備金の積立 
 （注）         0     △0 ─ ─ 

 海外投資等損失準備金の取崩 
 （注）         △3     3 ─ ─ 

 固定資産圧縮積立金の積立 
 （注）           1,224   △1,224 ─ ─ 

 特別修繕準備金の積立（注）             2,424 △2,424 ─ ─ 

 剰余金の配当               △290,722 △290,722 △290,722 

 役員賞与（注）               △215 △215 △215 

 当期純利益               250,672 250,672 250,672 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)                     

事業年度中の変動額合計 
(百万円) ─ ─ ─ △90 △3 1,224 2,424 △43,820 △40,264 △40,264 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 

239,644 390,021 390,021 171 ─ 4,094 5,023 320,248 329,538 959,204 

  

評価・換算差額等

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 

88,096 ─ 88,096 1,087,566 

事業年度中の変動額        

 特別償却準備金の積立（注）       ─ 

 特別償却準備金の取崩（注）       ─ 

 海外投資等損失準備金の積立 
 （注）       ─ 

 海外投資等損失準備金の取崩 
 （注）       ─ 

 固定資産圧縮積立金の積立 
 （注）       ─ 

 特別修繕準備金の積立（注）       ─ 

 剰余金の配当       △290,722 

 役員賞与（注）       △215 

 当期純利益       250,672 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 11,613 805 12,419 12,419 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) 11,613 805 12,419 △27,845 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 

99,710 805 100,516 1,059,721 

特別償却準備金の積立 97百万円 特別償却準備金の取崩 81百万円
海外投資等損失準備金の積立 0百万円 海外投資等損失準備金の取崩 3百万円
固定資産圧縮積立金の積立 1,034百万円 特別修繕準備金の積立 1,066百万円
役員賞与 215百万円



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

  関係会社株式・出資金 

   移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

① 有価証券 

  関係会社株式・出資金 

   同左 

① 有価証券 

  関係会社株式・出資金 

   同左 

    その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日前１ヶ

月の市場価格の平均

に基づく時価法（評

価差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定）

によっております。 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算日前１ヶ月の

市場価格の平均に基

づく時価法（評価差

額は全部純資産直入

法により処理し、売

却原価は移動平均法

により算定）によっ

ております。 

     時価のないもの 

    移動平均法による

原価法によっており

ます。 

   時価のないもの 

    同左 

   時価のないもの 

    同左 

  ② 棚卸資産 

  後入先出法による原価

法によっております。 

② 棚卸資産 

  同左 

② 棚卸資産 

  同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

  平成10年４月１日以降

取得の建物（建物附属設

備を除く）は定額法、そ

の他は定率法によってお

ります。 

① 有形固定資産 

  同左 

① 有形固定資産 

  同左 

  ② 無形固定資産 

  定額法によっておりま

す。 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法に

よっております。 

② 無形固定資産 

  同左 

  

② 無形固定資産 

  同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。 

① 貸倒引当金 

  同左 

① 貸倒引当金 

  同左 

  ― ― ② 取締役・監査役賞与引

当金 

  取締役・監査役賞与の

支給に備えるため、支給

見込額を計上しておりま

す。 

  ③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数による定額法によ

り、費用処理しておりま

す。 

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理

しております。 

③ 退職給付引当金 

  同左 

③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計

上しております。 

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数による定額法によ

り、費用処理しておりま

す。 

  数理計算上の差異は、

各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による

定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌期か

ら費用処理しておりま

す。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ④ 特別修繕引当金 

  溶鉱炉及び熱風炉の改

修に要する費用の支出に

備えるため、次回の改修

見積額を次回の改修まで

の期間に按分して繰入れ

ております。 

④ 特別修繕引当金 

  同左 

  

④ 特別修繕引当金 

  同左 

  ― ⑤ 債務保証損失引当金 

  債務保証等に係る損失

に備え、被保証先の財政

状況等に基づいて、損失

負担見込額を計上してお

ります。 

⑤ 債務保証損失引当金 

  同左 

  ⑥ ＰＣＢ処理引当金 

  「ポリ塩化ビフェニル

（ＰＣＢ）廃棄物の適正

な処理の推進に関する特

別措置法」により処理す

ることが義務付けられて

いるＰＣＢ廃棄物の処理

に係る費用の支出に備え

るため、その処理費用見

積額を計上しておりま

す。 

⑥ ＰＣＢ処理引当金 

  同左 

⑥ ＰＣＢ処理引当金 

  同左 

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

 同左  外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

５ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

 同左  同左 



  
  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

６ ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用

しております。なお、為

替予約等について振当処

理の要件を満たしている

場合は振当処理を、金利

スワップについて特例処

理の要件を満たしている

場合は特例処理を採用し

ております。 

ヘッジ会計の方法 

  同左 

ヘッジ会計の方法 

  同左 

  ヘッジ方針等 

  当社は、輸出入取引等

に係る為替変動リスクへ

の対応を目的として、為

替予約等を利用したヘッ

ジ取引を実施しておりま

す。ま た、負 債 ( 借 入

金・社債等)全体の金利

の変動への対応及び金利

の低減を目的として、金

利スワップ等を利用した

ヘッジ取引を実施してお

ります。 

  これらヘッジ取引の実

施にあたっては、実需に

伴う取引に対応させるこ

とを基本方針とし、ヘッ

ジ取引に係る社内規定

(「資金業務権限規程」

及び「デリバティブ取引

管理規程」)に基づき取

引を実施しております。 

ヘッジ方針等 

  同左 

ヘッジ方針等 

  同左 

７ 消費税等の会計処

理方法 

 税抜方式によっておりま

す。なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は相殺のう

え、流動負債の「その他」

に含めて掲記しておりま

す。 

 同左  税抜方式によっておりま

す。 

８ 連結納税制度の適

用 

 連結納税制度を適用して

おります。 

 同左  同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 固定資産の減価償

却の方法 

―  法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更して

おります。 

 これにより、減価償却費

は773百万円増加し、営業

利益は745百万円、経常利

益及び税引前中間純利益は

748百万円それぞれ減少し

ております。 

― 

２ 貸借対照表の純資

産の部の表示に関

する会計基準 

 当中間会計期間より「貸

借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合

計 に 相 当 す る 金 額 は、

1,097,876百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間に

おける中間貸借対照表の純

資産の部については、中間

財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しており

ます。 

―  当事業年度より「貸借対

照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

 これまでの資本の部の合

計 に 相 当 す る 金 額 は、

1,058,915百万円でありま

す。 

 なお、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規

則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成

しております。 

３ 企業結合に係る会

計基準等 

 当中間会計期間より「企

業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成15

年10月31日）及び「事業分

離等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平

成17年12月27日 企業会計

基準第７号）並びに「企業

結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準委員会

平成17年12月27日 企業会

計基準適用指針第10号）を

適用しております。 

―  当事業年度より「企業結

合に係る会計基準」（企業

会計審議会 平成15年10月

31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12

月27日 企業会計基準第７

号）並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17

年12月27日 企業会計基準

適用指針第10号）を適用し

ております。 



  

  

追加情報 

  

  

次へ 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 役員賞与に関する

会計基準 

― ―  当事業年度より「役員賞

与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用してお

ります。これにより営業利

益、経常利益及び税引前当

期純利益は、それぞれ215

百万円減少しております。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 固定資産の減価償却

の方法 

―  法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平成

19年３月31日以前に取得し

た有形固定資産について

は、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到

達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し

ております。 

 これにより、減価償却費

は14,991百万円増加し、営

業利益は14,452百万円、経

常利益及び税引前中間純利

益は14,510百万円それぞれ

減少しております。 

― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

   額 4,619,651百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

   額 4,708,645百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

   額 4,657,061百万円

  

※２ 担保に供している資産 

  

※２ 担保に供している資産 

  

※２ 担保に供している資産 

   (注)投資その他の資産の「そ

の他」に含まれておりま

す。 

投資有価証券 4,041百万円

関係会社株式 5,651 

関係会社 
出資金 

580 

   (注)投資その他の資産の「そ

の他」に含まれておりま

す。 

投資有価証券 4,263百万円

関係会社株式 3,641 

関係会社
出資金 

580 

   (注)投資その他の資産の「そ

の他」に含まれておりま

す。 

投資有価証券 4,948百万円

関係会社株式 5,651 

関係会社
出資金 

580 

   上記に対応する債務    上記に対応する債務    上記に対応する債務 

    宅地建物取引業法第25条の

規定による営業保証金の供託 

短期借入金 1,189 

長期借入金 4,331 

関係会社の 
金融機関 
借入金 

2,039 

     

短期借入金 1,189 

長期借入金 3,142 

関係会社の
金融機関 
借入金 

1,197 

    宅地建物取引業法第25条の

規定による営業保証金の供託 

短期借入金 1,189 

長期借入金 4,107 

関係会社の 
金融機関 
借入金 

1,633 

    上記には質権設定を予約し

たものが、以下の通り含まれ

ております。 

    上記には質権設定を予約し

たものが、以下の通り含まれ

ております。 

    上記には質権設定を予約し

たものが、以下の通り含まれ

ております。 

投資有価証券 263 

関係会社株式 5,651 

関係会社 
出資金 

580 

投資有価証券 308 

関係会社株式 3,641 

関係会社
出資金 

580 

投資有価証券 308 

関係会社株式 5,651 

関係会社
出資金 

580 

  

 ３ 保証債務 

    下記会社の金融機関借入金

等について保証を行っており

ます。 
  

ジェイ エフ 
イー ホール 
ディングス㈱ 

239,990百万円

ＪＦＥ条鋼㈱ 38,191 

ケージー 
アール㈱ 

32,333 

ＪＦＥ建材㈱ 18,905 

その他 78,647 

計 408,067 

    

  

 ３ 保証債務 

    下記会社の社債、金融機関

借入金等について保証を行っ

ております。 
  

ジェイ エフ
イー ホール
ディングス㈱

188,040百万円

ＪＦＥ条鋼㈱ 43,028 

ＪＦＥライフ
㈱ 

14,470 

ＪＦＥ建材㈱ 14,325 

水島エコワー
クス㈱ 

13,504 

その他 64,045 

計 337,413 

  

 ３ 保証債務 

    下記会社の社債、金融機関

借入金等について保証を行っ

ております。 
  

ジェイ エフ 
イー ホール 
ディングス㈱ 

177,420百万円

ＪＦＥ条鋼㈱ 32,893 

水島エコワー
クス㈱ 

14,002 

ＪＦＥライフ
㈱ 

12,542 

ＪＦＥ建材㈱ 10,685 

その他 54,614 

計 302,157 

      



(中間損益計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち ※１ 営業外収益のうち ※１ 営業外収益のうち 

受取利息 975百万円

受取配当金 18,667 

受取賃貸料 6,390 

棚卸資産 
関係益 

5,004 

受取利息 1,065百万円

受取配当金 17,357 

受取賃貸料 6,467 

棚卸資産
関係益 

4,894 

受取利息 1,998百万円

受取配当金 25,085 

受取賃貸料 12,888 

棚卸資産
関係益 

9,641 

  

※２ 営業外費用のうち 

  

※２ 営業外費用のうち 

  

※２ 営業外費用のうち 

支払利息、 
社債利息 

6,096百万円

固定資産 
廃却損失 

5,591 

賃貸資産 
減価償却費等 

1,893 

支払利息、
社債利息 

7,724百万円

固定資産
廃却損失 

6,014 

為替差損 2,673 

支払利息、
社債利息 

12,765百万円

固定資産
廃却損失 

11,623 

賃貸資産
減価償却費等 

3,607 

  

        ― 

  

        ― 

  

※３ 特別利益 

投資有価証券 
売却益 

5,937百万円

  

※４ 特別損失 

  

※４ 特別損失 

  

※４ 特別損失 

固定資産 
関係損 

4,997百万円

関係会社株式 
評価損 

1,091 

関係会社株式
評価損 

2,229百万円 固定資産
関係損 

4,997百万円

（設備統廃合による固定資産

廃却損失及び棚卸資産処分

損失等であり、主な内訳は

以下の通りであります。 

建物 48百万円

構築物 546 

機械装置 1,675 

棚卸資産 973 

その他 1,755 

計 4,997  ）

関係会社株式 
評価損 

1,091 

融雪装置
自主撤去費用 

1,036 

（当社の子会社であった川鉄

ファインヒーター㈱及びケ

ーエフエイチ㈱が、昭和63

年１月から平成７年12月に

かけて製造した屋根下融雪

装置について、部品の経年

劣化等により発火する可能

性があることが判明したた

め、これを自主撤去、回収

することに伴い発生する費

用であります。） 

  

 ５ 減価償却実施額 

  

 ５ 減価償却実施額 

  

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 53,132百万円

無形固定資産 7,410 

有形固定資産 70,826百万円

無形固定資産 8,119 

有形固定資産 111,189百万円

無形固定資産 15,265 



（リース取引関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高

相当額 

  
取得価額 
相当額 

  
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械及 
び装置 20,042 13,192 6,849

その他 1,098 667 430

合計 21,140 13,860 7,280

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高

相当額 

 
取得価額
相当額 

  
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械及
び装置 15,277 10,463 4,813

その他 836 566 269

合計 16,114 11,030 5,083

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当

額 

 

  
取得価額 
相当額 

  
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

  
期末残高
相当額 

  
(百万円)

機械及
び装置 17,024 11,152 5,871

その他 948 601 346

合計 17,972 11,754 6,218

    なお、取得価額相当額

は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払

利子込み法により算定し

ております。 

  なお、取得価額相当額

は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払

利子込み法により算定し

ております。 

  なお、取得価額相当額

は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

  ２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

１年内 2,315百万円

１年超 4,965百万円

合計 7,280百万円

２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

１年内 2,060百万円

１年超 3,023百万円

合計 5,083百万円

２ 未経過リース料期末残

高相当額 

１年内 2,251百万円

１年超 3,967百万円

合計 6,218百万円

    なお、未経過リース料

中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子

込み法により算定してお

ります。 

  なお、未経過リース料

中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子

込み法により算定してお

ります。 

  なお、未経過リース料

期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。 

  ３ 支払リース料等 

支払
リース料 

1,429百万円

減価償却 
費相当額 

1,429百万円

３ 支払リース料等 

支払
リース料

1,066百万円

減価償却
費相当額

1,066百万円

３ 支払リース料等 

支払
リース料 

2,301百万円

減価償却 
費相当額 

2,301百万円

  ４ 減価償却費相当額の算

定方法 

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっておりま

す。 

４ 減価償却費相当額の算

定方法 

  同左 

４ 減価償却費相当額の算

定方法 

  同左 



(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

  

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

  

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

  

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はないため、記載しておりません。 

  

前へ     

  
中間貸借対照表計上額

(百万円) 
時価

(百万円) 
差額 

(百万円) 

子会社株式 7,035 15,876 8,841 

関連会社株式 18,588 58,641 40,053 

計 25,623 74,518 48,894 

  
中間貸借対照表計上額

(百万円) 
時価

(百万円) 
差額 

(百万円) 

子会社株式 7,035 12,748 5,713 

関連会社株式 37,841 132,935 95,093 

計 44,877 145,683 100,806 

  
貸借対照表計上額

(百万円) 
時価

(百万円) 
差額 

(百万円) 

子会社株式 7,035 14,417 7,381 

関連会社株式 37,402 97,268 59,866 

計 44,438 111,686 67,247 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書で

あります。 

  平成19年６月27日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

  

  
(1)  
  

  
有価証券報告書 

及びその添付書類 

  
事業年度 

(第４期) 

  
自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日

  
  
平成19年６月27日 

関東財務局長に提出。 

(2) 臨時報告書       
平成19年４月２日 

関東財務局長に提出。 

  
(3) 
  

  
有価証券報告書の 

訂正報告書 

  
事業年度 

(第４期) 

  
自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日

  
  
平成19年８月７日 

関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年11月28日

ＪＦＥスチール株式会社 

代表取締役社長 馬 田   一 殿 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＪＦＥスチール

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、ＪＦＥスチール株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 小  西  忠  光  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 氏  原  修  一  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 谷  上  和  範  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 中  島  康  晴  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年11月29日

ＪＦＥスチール株式会社 

代表取締役社長 馬 田   一 殿 

  

  

  

  

  

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＪ

ＦＥスチール株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４月１日から

平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変

動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸

表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して

行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、ＪＦＥスチール株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 氏  原  修  一  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 阿  部  修  二  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 市 之 瀬   申   ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 中  村  裕  輔  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年11月28日

ＪＦＥスチール株式会社 

代表取締役社長 馬 田   一 殿 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＪＦＥスチール

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第４期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ＪＦＥ

スチール株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月

30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

  

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 小  西  忠  光  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 氏  原  修  一  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 谷  上  和  範  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 中  島  康  晴  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年11月29日

ＪＦＥスチール株式会社 

代表取締役社長 馬 田   一 殿 

  

  

  

  

  

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＪＦ

Ｅスチール株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第５期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ＪＦＥ

スチール株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月

30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 氏  原  修  一  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 阿  部  修  二  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 市 之 瀬   申   ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 中  村  裕  輔  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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